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⑫氷川町いじめ調査委員会による再調

査等【法第３０条】 

⑬調査結果を踏まえた措置（重大事態

への対処と同様事態発生の防止） 

 

④町教委が、重大事態の調査の主体を判断  
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⑤学校いじめ調査委員会 

【法第２８条】 
⑥調査 

⑦いじめを受けた児童生徒及びその

保護者への情報（調査結果）提供 

⑧調査結果の町教育委員会への報告

（町教委から町長へ報告） 

⑨調査結果を踏まえた必要な措置
（重大事態への対処と同様事態発生の防止） 

学 校 
 

⑩氷川町いじめ防止対策審議会による

調査等【法第２８条】 

⑪調査結果を踏まえた措置（重大事態

への対処と同様事態発生の防止） 

町教育委員会 

関係機関 
（ＳＣ・警察等） 

町長 
議会 

町 

（重大事態） 

１ いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大に被害が生じた疑いがあると

認めるとき。 

２ いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間（年間３０日を目安）学校を欠席することを

余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

氷川町いじめ問題対策連絡協議会 


